
・住民基本台帳法第１１条関係（国又は地方公共団体による閲覧の状況）

・住民基本台帳法第１１条の２関係（個人又は法人による閲覧の状況）

・自衛隊法第９７条第１項および同法施行令第１２０条に基づく住民基本台帳の一部の情報の提供

自衛隊
和歌山地方協力本部

自衛官等の募集 平成31年 4月24日
海南市全域から４７３人分
を紙媒体にて提供

提供に係る住民の範囲及び提供方法

株式会社
日本リサーチセンター
代表取締役
社長　鈴木 稲博

ＮＨＫ放送文化研究所が実
施する「１１月全国個人視
聴率調査」

令和元年 9月26日 名高から１２人

提供機関の名称 利用目的の概要 提 供 年 月 日

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

株式会社時事通信社が実施
する「住民意識調査」

令和元年 6月11日 重根から２３人

株式会社
帝国データバンク
和歌山支店
代表者　馬場 基史

和歌山県総務部危機管理局
防災企画課が実施する「令
和元年度防災・減災に関す
る県民意識調査」

令和元年 10月2日 海南市全域から１９６人

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

内閣府政府広報室が実施す
る「国民生活に関する世論
調査」

令和元年 5月22日 船尾から２９人

毎日新聞社
代表取締役
社長　丸山 昌宏

毎日新聞社が実施する「第
７３回読書世論調査」

令和元年 5月29日 冷水から１２人

株式会社
ビデオリサーチ
代表取締役
社長　鈴木 稲博

日本銀行が実施する「生活
意識に関するアンケート調
査」（第７８回）

平成31年 2月13日 下津町丸田から１５人

株式会社
インテージリサーチ
代表取締役
社長　井上 孝志

国土交通省　観光庁
観光戦略課が実施する2019
年度「旅行・観光消費動向
調査」（一般統計調査）

令和元年 5月28日 鳥居から８５人

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

国立大学法人東京大学が実
施する「少子高齢社会の階
層構造に関する実証研究」
の一環として実施する「中
高年者の生活実態に関する
全国調査」

平成31年 1月25日 下津町上から１４人

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

一般社団法人「宝くじに関
する世論調査」

平成31年 2月1日 重根東から２２人

一般社団法人
輿論科学協会
理事長　大宮 泰三

総務省が毎年実施する「通
信利用動向調査における世
帯対象調査」

平成30年 11月14日
日方、大野中、岡田
下津町上、下津町小原
から１７２人

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

上智大学総合人間科学部が
実施する「第４回家族につ
いての全国調査」

平成30年 11月16日 北赤坂から１６人　

申 出 者 の 氏 名
利 用 目 的 の 概 要 閲 覧 年 月 日 閲覧に係る住民の範囲（法人の場合はその名称及び

　代表者又は管理者の氏名）

一般社団法人
中央調査社
会長　大室 真生

内閣府政府広報室が実施す
る「老後の生活設計と公的
年金に関する世論調査」

平成30年 10月10日 下津町下津から１４人

7月9日
溝ノ口、野上中、別院
下津町塩津、下津町小南
下津町小松原
から６５９人

7月11日

8月6日

8月8日

自衛隊
和歌山地方協力本部

陸上自衛隊工科学校
生徒の募集

平成31年 4月24日 海南市全域から２１２人

和歌山県 企画部
企画制作局 調査統計課
生活調査班

２０１９年
全国家計構造調査

令和元年

9月30日 ）

請 求 機 関 の 名 称 請 求 事 由 の 概 要 閲 覧 年 月 日 閲覧に係る住民の範囲

令和元年分 （平成30年 10月1日 ～令和元年


